施設警備業務におけるプール監視業務
補　　　遺
令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」により、次の
ように改正されましたので該当箇所を訂正してご使用ください。
※頁、行は、「平成25年5月17日／初版発行」のものです。
	頁
	行
	　　　　　　　　　　旧
	新

	6
	6
	２　基本教育は、警備業務に関する基本的な知識及び技能についての教育とし、次の表の上欄に掲げる警備員(法第２３条第４項の合格証明書(以下「合格証明書」という。)の交付を受けている警備員及び指導教育責任者資格者証の交付を受けている警備員を除く。)の区分に応じ、同表の中欄に掲げる教育事項について、同表の下欄に掲げる教育時間数以上行うものとする。
表は省略

３　業務別教育は、警備員を主として従事させる次の表の左欄に掲げる警備業務の区分に応じ、当該警備業務を適正に実施するため必要な知識及び技能に係る同表の右欄に掲げる教育事項について行う教育とする。
	２　基本教育は、次の表の上欄に掲げる警備員(法第２３条第４項の合格証明書(以下「合格証明書」という。)の交付を受けている警備員及び指導教育責任者資格者証の交付を受けている警備員を除く。)の区分に応じ、警備業務に関する基本的な知識及び技能に係る同表の下欄に掲げる教育事項について行うものとする。
表は省略
３　業務別教育は、警備員を主として従事させる次の表の上欄に掲げる警備業務の区分に応じ、当該警備業務を適正に実施するため必要な知識及び技能に係る同表の下欄に掲げる教育事項について行う教育とする。

	7
	10
	一　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産者で復権を得ないもの
	一　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者


※（成年後見制度の欠格条項を削除する法案が令和元年１２月１４日施行となる。）
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